
 

 

ご注意: この文書は、本投資法人の資金の借入に関して一般に公表するための記者発表文であり、日本国内外を問わず投資勧誘を目
的として作成されたものではありません。投資を行う際は、必ず本投資法人が作成する新投資口発行及び投資口売出届出目
論見書並びに訂正事項分をご覧いただいた上で、投資家ご自身の判断と責任で投資なさるようお願いいたします。 

 また、この文書は、米国における証券の募集を構成するものではありません。1933 年米国証券法（その後の改正を含みま
す。）に基づいて証券の登録を行うか又は登録の免除を受ける場合を除き、米国において証券の募集又は販売を行うことは
出来ません。仮に米国において証券の公募が行われる場合には、1933 年米国証券法に基づいて作成される英文のプロスペ

クタスが用いられ、当該プロスペクタスは、当該証券の発行法人又は売出人より入手することができますが、これには発行
法人及びその経営陣に関する詳細な情報並びにその財務諸表が記載されます。なお、本件においては米国における証券の募
集は行われません。 
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資金の借入に関するお知らせ 

 

本投資法人は、2026年 1月 9日に長期借入について下記の通り決定しましたのでお知らせいたします。 

 

                       記 

 

1. 長期借入 

借入先 借入金額 利率*1*2 実行予定日 
借入・返済方法・ 

担保・保証等 
返済期日 

株式会社三菱 UFJ 銀行 27 億円 0.956% 2026 年 1 月 14 日 
期日一括返済、 

無担保・無保証 
2027 年 1 月 15 日 

*1 利率は小数点第四位以下を切り捨てて表示しています。 

*2 基準金利（全銀協 1 ヵ月物日本円 TIBOR）+ 0.1% 

・利払期日（原則として各月末）に支払う利息計算期間に適用する基準金利は、利払期日の 2 営業日前に一般社団法

人全銀協 TIBOR 運営機関の Web サイトに公表される全銀協 1 ヵ月物日本円 TIBOR となります。2026 年 1 月 9 日に公

表された全銀協 1 ヵ月物日本円 TIBOR は 0.85636%です。 

・利率については、本投資法人の Web サイトにおいてご確認頂けます。 

https://www.nbf-m.com/nbf/financial/borrowings.html 
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2. 調達する資金の額、資金使途及び支出予定時期 

① 調達する資金の額 

27億円 

② 調達する資金の具体的な資金使途 

2026年 1月に期限が到来する長期借入のリファイナンス資金 

③ 支出予定時期 

2026年 1月 

 

3．本件借入れ後の借入金等の状況 

（単位：百万円） 

  本件実行前 本件実行後 増減 

短期借入金 0 0 0 

長期借入金（変動金利） 101,000 103,700 2,700 

長期借入金（固定金利） 507,000 504,300 ▲2,700 

投資法人債 20,000 20,000 0 

合計 628,000 628,000 0 

  

4．その他投資者が当該情報を適切に理解・判断するために必要な事項 

本借入による返済等に関わるリスクに関して、2025年9月29日に提出した有価証券報告書記載の 

「投資リスク」の内容に変更は生じません。 

 

以  上 

 


